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(57)【要約】
【課題】オートフォーカス制御の時間の短縮、精度の向
上が可能なオートフォーカス装置を提供する。
【解決手段】フォーカスレンズ１０５を光軸方向に駆動
して被写体像のフォーカス位置を調整するオートフォー
カス装置は、撮像手段と、評価手段と、フォーカスモー
タと、駆動制御手段を有する。撮像手段は、撮像素子１
１１で被写体像の光学信号を電気的な映像信号に変換す
る。評価手段は、撮像手段で得られる映像信号からＡＦ
評価値を算出する。フォーカスモータはフォーカスレン
ズ１０５を駆動する。駆動制御手段は、フォーカスモー
タを加減速関数に応じて加速又は減速させて駆動する。
駆動制御手段は、撮像手段における光学信号の露光開始
のタイミングを生成する同期信号に同期して、フォーカ
スモータを目標速度まで加速させると共に、目標速度に
達した後に目標速度から減速させる。
【選択図】図１
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
フォーカスレンズを光軸方向に駆動することによって被写体像のピントを調整するオート
フォーカス装置であって、
撮像素子によって被写体像の光学信号を電気的な映像信号に変換する撮像手段と、
前記撮像手段によって得られる映像信号からＡＦ評価値を算出する評価手段と、
前記フォーカスレンズを駆動するフォーカスモータと、
前記フォーカスモータを加減速関数に応じて加速又は減速させて駆動する駆動制御手段と
、を有し、
前記駆動制御手段は、前記撮像手段における光学信号の露光開始のタイミングを生成する
同期信号に同期して、前記フォーカスモータを目標速度まで加速させると共に、前記目標
速度に達した後に該目標速度から減速させることを特徴とするオートフォーカス装置。
【請求項２】
前記駆動制御手段は、前記フォーカスモータを加減速関数に応じて連続的に加速又は減速
させることを特徴とする請求項１に記載のオートフォーカス装置。
【請求項３】
前記駆動制御手段は、前記同期信号に同期して、前記撮像素子の垂直同期期間に、前記フ
ォーカスモータを目標速度まで加速させると共に、前記目標速度に達した後に該目標速度
から減速させることを特徴とする請求項１または２に記載のオートフォーカス装置。
【請求項４】
前記撮像手段の露光量を算出する露出制御手段を有し、
前記駆動制御手段は、前記同期信号に同期して、前記露出制御手段によって決められた露
光期間に応じた前記撮像素子の垂直同期期間内の電荷掃き捨て期間に、前記フォーカスモ
ータを目標速度まで加速させると共に、前記目標速度に達した後に該目標速度から減速さ
せることを特徴とする請求項１または２に記載のオートフォーカス装置。
【請求項５】
前記駆動制御手段は、前記同期信号に同期して、前記撮像素子の複数の垂直同期期間に亘
って、前記フォーカスモータを目標速度まで階段状に加速させると共に、前記目標速度に
達した後に該目標速度から階段状に減速させることを特徴とする請求項１または２に記載
のオートフォーカス装置。
【請求項６】
前記フォーカスレンズの位置を検出する検出手段と、
前記検出手段からの信号に基づき、前記評価手段によってＡＦ評価値を取得した前記フォ
ーカスレンズの位置を算出する第一の算出手段と、を有し、
前記第一の算出手段は、加減速中に得られる各ＡＦ評価値に対応する前記フォーカスレン
ズの位置を前記駆動制御手段の加減速関数を用いて算出することを特徴とする請求項１か
ら５の何れか１項に記載のオートフォーカス装置。
【請求項７】
前記駆動制御手段は、前記フォーカスレンズを第一の目標速度で動かして大まかにフォー
カス位置を検出する第一のピーク位置検出モードと、前記第一のピーク位置検出モードに
よって検出された前記フォーカス位置近傍を前記第一の目標速度より遅い第二の目標速度
で前記フォーカスレンズを動かしてフォーカス位置を検出する第二のピーク位置検出モー
ドと、を選択的に実行できることを特徴とする請求項１から６の何れか１項に記載のオー
トフォーカス装置。
【請求項８】
前記撮像手段の露光量を算出する露出制御手段を有し、
前記駆動制御手段は、
前記第一のピーク位置検出モードを実行するとき、前記同期信号に同期して、前記撮像素
子の垂直同期期間、又は前記露出制御手段によって決められた露光期間に応じた前記撮像
素子の垂直同期期間内の電荷掃き捨て期間に、前記フォーカスモータを目標速度まで加速



(3) JP 2010-91709 A 2010.4.22

10

20

30

40

50

させると共に、前記目標速度に達した後に該目標速度から減速させ、
前記第二のピーク位置検出モードを実行するとき、前記同期信号に同期して、前記撮像素
子の複数の垂直同期期間に亘って、前記フォーカスモータを目標速度まで階段状に加速さ
せると共に、前記目標速度に達した後に該目標速度から階段状に減速させることを特徴と
する請求項７にオートフォーカス装置。
【請求項９】
前記撮像手段の露光量を算出する露出制御手段と、第二の算出手段と、を有し、
前記駆動制御手段は、
前記同期信号に同期して、前記撮像素子の垂直同期期間に、前記フォーカスモータを目標
速度まで加速させると共に、前記目標速度に達した後に該目標速度から減速させる第一の
加減速モードと、
前記同期信号に同期して、前記露出制御手段によって決められた露光期間に応じた前記撮
像素子の垂直同期期間内の電荷掃き捨て期間に、前記フォーカスモータを目標速度まで加
速させると共に、前記目標速度に達した後に該目標速度から減速させる第二の加減速モー
ドと、を選択的に実行でき、
前記第二の算出手段によって算出される前記第一の加減速モード及び第二の加減速モード
においてそれぞれ目標速度まで到達する時間及び前記撮像素子の電荷掃き捨て期間に基づ
き、前記第一の加減速モード又は前記第二の加減速モードを選択する、
ことを特徴とする請求項１から６の何れか１項に記載のオートフォーカス装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
本発明は、デジタルカメラ等の撮像装置におけるオートフォーカス（ＡＦ）制御に係る技
術に関する。
【背景技術】
【０００２】
従来、オートフォーカス装置においては、被写体像の映像信号のコントラストを検出して
合焦動作を行うコントラスト検出方式が広く採用されてきた。コントラスト検出方式とは
、ピントが合うに従って、映像信号のコントラストが高くなるという性質を利用したもの
である。すなわち、フォーカスレンズを動かしながら、このコントラスト値（ＡＦ評価値
）のピークに対応するフォーカスレンズの位置（フォーカス位置）を検出することによっ
て、最適なレンズ位置を探索するという制御方式である。被写体像の光学信号を電気的な
映像信号に変換する素子としてはＣＣＤやＣＭＯＳなどの固定撮像素子が用いられており
、この映像信号から高周波成分を検出することでコントラスト値を取得することが可能で
ある。他方、フォーカスレンズは、駆動源としてステッピングモータやリニアモータなど
のフォーカスモータを用い、レンズが固定されたレンズホルダーをナットやスクリュー等
のメカ機構を介してレンズ鏡筒内で駆動することによって、駆動される。
【０００３】
デジタルカメラ等の撮像装置においては、撮影者がレリーズボタンを押下し、その後、オ
ートフォーカス制御や自動露出制御、ストロボ調光制御などが行われて、実際に撮影が開
始されるまでにレリーズタイムラグが生じる。これまで、撮影者がストレスなく撮影を行
うことができるように、これらのレリーズタイムラグを短縮する技術の開発が進んでいる
。そのなかで、オートフォーカス制御においても、ＡＦ精度を向上させながらＡＦ時間を
短縮する提案がなされてきた。特許文献１には、次の方法が提案されている。フォーカス
レンズを動かしながらＡＦ評価値を取得するときに、該レンズの駆動速度をＡＦ評価値の
サンプリング周波数とレンズの全行程移動量から算出し、算出された速度でレンズを駆動
しつつＡＦ評価値を取得する方法が提案されている。
【特許文献１】特開平１１－１５５０９４号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】



(4) JP 2010-91709 A 2010.4.22

10

20

30

40

50

【０００４】
しかし、フォーカスレンズを駆動するフォーカスモータを停止状態から動かしはじめると
き、或る一定の速度以上まで急激に駆動速度を上げると、慣性力や摩擦力の影響によって
、メカ機構が追従することができなくなる可能性があった。ステッピングモータでは、或
る速度（自起動周波数）以上の速度で駆動すると脱調現象が発生し、フォーカスレンズを
誤った位置のまま制御する可能性もあった。
【０００５】
他方、モータの特性上、自起動周波数よりも低い速度から徐々に速度を上げる加速動作を
行うことによって、更に最高速度を上げることができる。しかし、オートフォーカス制御
においては、加速動作を行うことによって、一定のサンプリング周期でＡＦ評価値を取得
するときにフォーカスレンズの位置の変化量が変わってしまう。よって、ＡＦ評価値がピ
ークとなるフォーカスレンズの位置を正しく算出することができなくなり得るという問題
があった。また、停止させるときにも同様に、最高速度から急激に停止させると脱調現象
が生じる可能性があり、減速動作を行うことで脱調することなく停止させる必要があった
。
【課題を解決するための手段】
【０００６】
上記課題に鑑み、フォーカスレンズを光軸方向に駆動することによって被写体像のピント
を調整する本発明のオートフォーカス装置は、撮像手段と、評価手段と、フォーカスモー
タと、駆動制御手段と、を有する。前記撮像手段は、撮像素子によって被写体像の光学信
号を電気的な映像信号に変換する。前記評価手段は、前記撮像手段によって得られる映像
信号からＡＦ評価値を算出する。前記フォーカスモータは、前記フォーカスレンズを駆動
する。前記駆動制御手段は、前記フォーカスモータを所定の加減速関数に応じて加速又は
減速させて駆動する。更に、前記駆動制御手段は、前記撮像手段における光学信号の露光
開始のタイミングを生成する同期信号に同期して、前記フォーカスモータを目標速度まで
加速させると共に、前記目標速度に達した後に該目標速度から減速させる。
【発明の効果】
【０００７】
本発明によれば、フォーカスモータを加減速駆動することで、オートフォーカス制御時間
の短縮が可能となる。また、所定の加減速関数を用いて加減速駆動を行うので、ＡＦ評価
値を取得したときのフォーカスレンズの位置を良好に算出することができて、精度の良い
オートフォーカス制御が可能となる。更に、加減速関数に基づく加減速方式を状況によっ
て変更するようにした場合、ＡＦ精度を落とすことなくＡＦ時間を短縮することが、より
効果的に図れる。
【発明を実施するための最良の形態】
【０００８】
以下、本発明の実施の形態について説明する。フォーカスレンズを光軸方向に駆動するこ
とによって被写体像のピントを調整する本発明のオートフォーカス装置において重要なこ
とは、次のことである。すなわち、フォーカスモータを所定の加減速関数に応じて加速又
は減速させて駆動してフォーカスレンズを駆動することである。こうすれば、ＡＦ制御中
におけるフォーカスレンズの位置を加減速関数に基づき算出でき、何れのタイミングで取
得したＡＦ評価値に対応するフォーカスレンズの位置でも把握できる。よって、ピークの
ＡＦ評価値に対応するフォーカス位置が精度良く検出できる。この考え方に基づき、本発
明によるオートフォーカス装置の基本的な実施形態は、次のような撮像手段と、評価手段
と、フォーカスモータと、駆動制御手段を有する。撮像手段は、ＣＣＤやＣＭＯＳなどの
撮像素子によって被写体像の光学信号を電気的な映像信号に変換する。評価手段は、前記
撮像手段によって得られる映像信号から、被写体像のピントの合い具合を示すＡＦ評価値
を算出する。ステッピングモータやリニアモータなどのフォーカスモータはフォーカスレ
ンズを駆動し、駆動制御手段は、フォーカスモータを所定の加減速関数に応じて加速又は
減速させて駆動する。更に、駆動制御手段は、撮像手段における光学信号の露光開始のタ
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イミングを生成する同期信号に同期して、フォーカスモータを目標速度まで加速させると
共に、目標速度に達した後に目標速度から減速させる。駆動制御手段は、ＣＰＵにおいて
こうした動作を実行する部分などによって構成することができる。
【０００９】
前記基本構成を基礎にして、以下のように構成することもできる。駆動制御手段は、フォ
ーカスモータを加減速関数に応じて連続的に加速又は減速させるように構成することがで
きる（後述の図３及び図４の例参照）。勿論、断続的に（例えば、階段状に）加速又は減
速させることもできる（後述の図２の例参照）。
【００１０】
駆動制御手段は、前記同期信号に同期して、該同期信号で規定される撮像素子の垂直同期
期間に、フォーカスモータを目標速度まで加速させると共に、前記目標速度に達した後に
該目標速度から減速させるように構成することができる。
【００１１】
また、駆動制御手段は、前記同期信号に同期して、撮像手段の露光量を算出する露出制御
手段で決められた露光期間に応じた垂直同期期間内の電荷掃き捨て期間に、フォーカスモ
ータを目標速度まで加速させるように構成することもできる。これと共に、目標速度に達
した後に目標速度から減速させるように構成することもできる。ここにおいて、典型的に
は、垂直同期期間は、隣接する同期信号間の間隔で規定され、露光期間と電荷掃き捨て期
間とによりシェアされる。
【００１２】
また、駆動制御手段は、前記同期信号に同期して、撮像素子の複数の垂直同期期間に亘っ
て、フォーカスモータを目標速度まで階段状に加速させると共に、目標速度に達した後に
目標速度から階段状に減速させるように構成することもできる。
【００１３】
フォーカスレンズの位置を検出する検出手段と、該検出手段からの信号に基づき、評価手
段でＡＦ評価値を取得したフォーカスレンズの位置を算出する第一の算出手段と、を備え
ることができる。第一の算出手段は、加減速中に得られる各ＡＦ評価値に対応するフォー
カスレンズの位置を前記駆動制御手段の加減速関数を用いて算出する。ここで、フォーカ
スモータがステッピングモータである場合、前記検出手段は、ステッピングモータからの
パルスをカウントするカウンタで構成でき、第一の算出手段は、フォーカスレンズの位置
を前記パルスの位置から算出することができる。これらの検出手段や第一の算出手段は、
後述するカメラシステム制御部内の検出実行手段や算出実行手段で構成することができる
。
【００１４】
駆動制御手段は、第一のピーク位置検出モード（粗スキャン）と第二のピーク位置検出モ
ード（詳細スキャン）を選択的に実行できるように構成することができる（後述の図７の
例参照）。第一のピーク位置検出モードでは、フォーカスレンズを第一の目標速度で動か
して大まかにフォーカス位置を検出する。第二のピーク位置検出モードでは、例えば、前
記第一のピーク位置検出モードによって検出されたフォーカス位置近傍を前記第一の目標
速度より遅い第二の目標速度でフォーカスレンズを動かして、より正確にフォーカス位置
を検出する。
【００１５】
また、前記駆動制御手段は、次のように構成することができる。すなわち、前記第一のピ
ーク位置検出モードを実行するとき、前記同期信号に同期して、撮像素子の垂直同期期間
、又は露光期間に応じた撮像素子の垂直同期期間内の電荷掃き捨て期間に、フォーカスモ
ータを目標速度まで加速させる。これと共に、目標速度に達した後に目標速度から減速さ
せる。前記露光期間は、撮像手段の露光量を算出する露出制御手段によって決められる。
他方、前記第二のピーク位置検出モードを実行するとき、前記同期信号に同期して、撮像
素子の複数の垂直同期期間に亘ってフォーカスモータを目標速度まで階段状に加速させる
。これと共に、目標速度に達した後に目標速度から階段状に減速させる（後述の図８の例
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参照）。
【００１６】
また、駆動制御手段は、第一の加減速モードと第二の加減速モードを選択的に実行するよ
うに構成することもできる。第一の加減速モードでは、前記同期信号に同期して、撮像素
子の垂直同期期間に、フォーカスモータを目標速度まで加速させると共に、目標速度に達
した後に目標速度から減速させる。第二の加減速モードでは、前記同期信号に同期して、
露光期間に応じた撮像素子の垂直同期期間内の電荷掃き捨て期間に、フォーカスモータを
目標速度まで加速させると共に、目標速度に達した後に目標速度から減速させる。前記露
光期間は、撮像手段の露光量を算出する露出制御手段によって決められる。そして、駆動
制御手段は、第二の算出手段で算出される第一の加減速モード及び第二の加減速モードに
おいてそれぞれ目標速度まで到達する時間及び撮像素子の電荷掃き捨て期間に基づき、第
一の加減速モード又は第二の加減速モードを選択する。この第二の算出手段も、後述する
カメラシステム制御部内の算出実行手段で構成することができる。
【００１７】
以下、図を用いて本発明の具体的な実施例について説明する。
【実施例】
【００１８】
図１は、本発明の好適な実施例に係るデジタルカメラなどの撮像装置１００を示すブロッ
ク図である。
【００１９】
図１において、１０１はレンズ鏡筒である。レンズ鏡筒１０１は、焦点距離を調節するこ
とで画角を変更するズームレンズ１０２、光量を調節することで露出機能を実現する絞り
シャッタ１０３、手ぶれ補正レンズ１０４、フォーカスレンズ１０５を有する。手ぶれ補
正レンズ１０４は、手ぶれを打ち消す方向に駆動されて防振機能を実現し、フォーカスレ
ンズ１０５はピントを調節する。１０６は、ズームレンズ１０２を制御するズーム制御部
、１０７は、絞りシャッタ１０３を制御する絞りシャッタ制御部である。また、１０８は
、手ぶれ補正レンズ１０４を制御するＩＳ（image stabilizer）制御部、１０９は、フォ
ーカスレンズ１０５を制御するフォーカス制御部である。レンズシステム制御部１１０は
、カメラシステム制御部１１６から送られるレンズ制御命令を受信し、各制御部に制御指
令を送る。フォーカス制御部１０９を構成するフォーカスモータを加減速関数に応じて加
速又は減速させて駆動する前述の駆動制御手段は、レンズシステム制御部１１０とカメラ
システム制御部１１６に含まれる。レンズシステム制御部１１０とカメラシステム制御部
１１６は、撮像手段である撮像素子１１１の露光量を算出する露出制御手段も含む。そし
て、これによって決められた露光期間に応じて、垂直同期期間内の撮像素子１１１の電荷
を掃き捨てる掃き捨て期間が、同期信号に同期して決定される。
【００２０】
レンズ鏡筒１０１を通過した光は、ＣＣＤやＣＭＯＳ等の撮像素子１１１で受光され、光
信号から電気信号へと変換される。アナログ・フロントエンド（ＡＦＥ）回路１１２は、
タイミングパルス発生（ＴＧ）回路や相関２重サンプリング（ＣＤＳ）回路、ＡＤ変換器
などによって構成される。そして、撮像素子１１１によって変換されたアナログの電気信
号を、特定のサンプリング周期でデジタル信号へと変換する。タイミングパルスからは、
撮像手段である撮像素子における光学信号の露光開始のタイミングを生成する同期信号な
どが生成される。更に、このデジタル信号は、画像処理回路１１３に入力されて、画素補
間処理や色変換処理が行われ、画像データとして、ＤＲＡＭやＳＲＡＭなどで構成される
画像メモリ１１４に転送される。また、画像処理回路１１３は評価手段を含み、電気的な
画像データから高周波成分をハイパスフィルタによって検出し、これをＡＦ評価値として
カメラシステム制御部１１６に転送する。
【００２１】
画像表示部１１５は、ＴＦＴ－ＬＣＤ（薄膜トランジスタ駆動型液晶表示器）等により構
成され、撮影によって得られた画像データの表示と共に、特定の情報（例えば、撮影情報
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）等を表示する。また、撮像素子１１１の出力信号から生成される画像データを、画像表
示部１１５に逐次表示させることにより、電子ファインダ機能を実現することが可能であ
る。
【００２２】
カメラシステム制御部１１６は、ユーザーの操作に応じて、周辺デバイスに制御命令を送
る。また、撮影動作において、操作部１１７のレリーズ釦が押下されると、最適の露出値
又はユーザーによって設定されている露出値となるように、レンズシステム制御部１１０
を介して絞りシャッタ制御部１０７に対して絞り位置設定を行う。また、ＡＦＥ回路１１
２に対してはゲイン設定を行い、電子シャッタ制御にて露光期間の設定を行う。更に、フ
ォーカス制御部１０９を介して、フォーカスレンズ１０５を駆動させながら各レンズ位置
に対応するＡＦ評価値を取得し、ＡＦ評価値がピークとなるフォーカス位置（ピント位置
）にフォーカスレンズ１０５を移動させる。このことによってピントを最適とするオート
フォーカス制御を行う。その状態で、撮像素子１１１への露光を開始し、一定時間が経過
した後、メカニカルシャッタ１０３を閉じることで露光を終了する。生成された画像デー
タは、インターフェース（Ｉ／Ｆ）１１８を介して接続されている記録媒体に記録される
。記録部１１９は、フラッシュメモリによって成るメモリーカードなどの記録媒体の制御
を行う記録装置である。記録媒体は、カメラ１００に内蔵されたメモリ領域であってもよ
い。
【００２３】
電源１２０は、電池検出回路、ＤＣ－ＤＣコンバータ、通電するブロックを切り替えるス
イッチ回路等により構成される。電源１２０では、電池の装着の有無、電池の種類、電池
残量等の検出を行う。そして、これらの検出結果及びカメラシステム制御部１１６からの
命令に基づいて、ＤＣ－ＤＣコンバータを制御し、必要な電圧や電流を必要な期間だけ記
録媒体を含む各部へ供給する。
【００２４】
図２、図３及び図４は、本実施例の異なる加減速モードにおけるフォーカスモータの駆動
速度とＡＦ評価値の取得タイミング及び露光中心位置の算出タイミングを説明する図であ
る。これらの図の上図の横軸は時間、縦軸はフォーカスモータの速度を示している。下図
は、前記同期信号で規定される撮像素子の垂直同期信号ＶＤ、露出制御によって決定され
た電子シャッタの露光期間及び露光期間中のフォーカスレンズ１０５の露光中心位置を演
算する演算期間を示している。垂直同期信号ＶＤのタイミングは、１枚の画像データ（フ
レーム）を生成するタイミングであり、このタイミング周期を通常フレームレートと呼ん
でいる。フレームレートが高いほど画像の更新周期が短く、滑らかな動画像が生成できる
。しかし、静止画像を生成する際に、被写体像が暗い場合などに十分な露光量を得るため
には、フレームレートを低くして露光期間を長くする必要がある。また、露出制御の結果
、フレームレートと露光期間が決定されると、１フレームのなかで露光開始までに電荷を
掃き捨てる掃き捨て期間が生じる。この掃き捨て期間に露光された光学信号は映像信号に
変換されない。
【００２５】
また、露光中心位置とは、露光期間中にフォーカスレンズ１０５を駆動させながら露光を
行う際、その露光期間のフォーカスレンズの位置の代表値として、露光期間の中心の時間
にフォーカスレンズが通過した位置である。このフォーカスレンズ位置は演算によって求
めることが可能である。
【００２６】
図２は、所定の加減速関数に応じて、一度の垂直同期期間ではフォーカスレンズを一定速
で駆動し、複数の垂直同期期間で階段状に速度を上げて加速している例を示す。減速も同
様に、複数の垂直同期期間で階段状に速度を下げることで減速を実現している。０～ｔ０
時は停止状態であるため、露光中心位置は駆動開始時のフォーカスレンズ位置（後述する
フォーカスレンズの初期位置）である。ｔ０～ｔ１時は、ｖ＝ｖ０の一定速度でフォーカ
スレンズが駆動している。このときの露光中心位置Ｌｃは、ｔ１のフォーカスレンズ位置
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をＬ１、露光期間をＴとすると、Ｌｃ＝Ｌ１－｛ｖ０×（Ｔ／２）｝で求めることができ
る。同様に、ｔ１以降もこの演算方法による第一の算出手段によって露光中心位置を算出
することが可能である。この方法によると、露光期間においてフォーカスレンズの速度が
一定であるため、露光中心位置の演算の誤差が比較的小さく、演算にかかる処理時間も少
ない。しかし、最高速度（目標速度）に到達するまでに複数回の垂直同期期間が必要なた
め、後述する他の加減速モードと比較すると、時間と加減速のための距離を要する。
【００２７】
図３は、所定の加減速関数に応じて、垂直同期期間で初速度から目標速度まで等加速的に
加速している例である。減速も同様に、最後の垂直同期期間で終速まで速度を下げること
で減速を実現している。この場合、ｔ０’～ｔ１’時は、ｖ＝ａ（ｔ－ｔ０’）＋ｖ０’
（ａは加速度係数）でフォーカスレンズが動いている。このときの露光中心位置Ｌｃ’は
、ｔ１’のフォーカスレンズ位置をＬ１’、露光期間をＴとすると、Ｌｃ’＝Ｌ１’－｛
（１／２）×ａ×（Ｔ／２）２＋ｖ１’×（Ｔ／２）｝で求めることができる。また、目
標速度に到達した後、一定速度で駆動しているときの露光中心位置は、図２の加減速モー
ドで用いた演算方法で演算することができる。図３の加減速モードによると、垂直同期期
間で目標速度に到達或いは目標速度から減速できるため、加減速時間を短縮することがで
きる。更に、階段状の加減速と比較して、滑らかに加速或いは減速するため最高速度をよ
り速くすることが可能となる。しかし、階段状の加減速と比較して、露光期間に加減速を
行うため、演算誤差が比較的大きくなり、演算処理にも時間がかかる。
【００２８】
図４は、所定の加減速関数に応じて、垂直同期期間の掃き捨て期間で初速度から目標速度
まで等加速的に加速している加減速モードである。減速も同様に、最後の垂直同期期間の
掃き捨て期間で終速まで速度を下げることで減速を実現している。この場合、ｔ０’～ｔ
１’時は、図３の場合と同様に、ｖ＝ａ（ｔ－ｔ０’）＋ｖ０’（ａは加速度係数）でフ
ォーカスレンズが駆動しているが、この期間では露光を行っていないため、ＡＦ評価値を
取得することはない。従って、露光中心位置の演算は、目標速度ｖ１’’に到達した後に
、図２の加減速モードで用いた演算方法のみで演算することができる。そのため、図２の
方法の利点と図３の方法の利点とを併せ持つ。すなわち、少ない演算量で演算精度が高く
、より高い最高速度で駆動することができる。しかし、垂直同期期間が短く、かつ露光期
間がその中で伸びる場合には、掃き捨て時間が短くなる。その結果、目標速度まで到達す
るためには、フォーカスモータが取り得る加速度以上で加速しなければならない場合には
、この加減速モードを用いることができない。
【００２９】
従って、本実施例においては、これらの三つの加減速モードから状況に応じて選択するこ
とによって、ＡＦ時間の短縮とＡＦ精度の向上を実現することができる。ただし、本発明
では、何れか１つの加減速モードを固定的に採用することもできるし、何れか２つの加減
速モードから状況に応じてモードを選択する手法を採用することもできる。
【００３０】
図５は、フォーカスモータの加減速駆動を用いたオートフォーカス制御において、ＡＦ評
価値のピークに対応するフォーカス位置を検出する動作例の処理を示した図である。撮影
者がレリーズボタンを押下しレリーズが開始される（Ｓ１００）と、まず自動露出制御が
開始される。画像処理回路１１３から映像信号の輝度情報を取得（Ｓ１０１）し、その情
報を元に適切な露出値となる絞り及びシャッタ速度が決定される（Ｓ１０２）。更に、そ
のシャッタ速度によって、垂直同期信号ＶＤのタイミングである撮像素子１１１の駆動レ
ート（フレームレート）と露光期間が決定される（Ｓ１０３）。次に、加減速方式を階段
状加減速／垂直同期期間加減速／掃き捨て期間加減速の中から選択する（Ｓ１０４）。更
に、その加減速方式に応じて、フォーカスモータの加減速時の初速と目標速度を算出する
（Ｓ１０５）。加減速方式の選択方法及び目標速度の算出方法については後述する。
【００３１】
加減速度が決定されると加速駆動を開始し（Ｓ１０６）、ＡＦ評価値の取得を開始する。
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このとき、ズーム制御部１０６で制御されたズームレンズ１０２により決まった焦点距離
などの条件に応じて、フォーカスレンズ１０５は初期位置にもたらされている。こうした
状態において、複数の垂直同期期間にまたがって加速する場合には、加速中に垂直同期信
号ＶＤの変化が発生し（Ｓ１０８）、このときＡＦ評価値の取得（Ｓ１０９）と露光中心
位置の算出（Ｓ１１０）を行う。フォーカスモータの速度が目標位置に到達する（Ｓ１０
７）と、定速駆動へと移行する（Ｓ１１１）。定速駆動では減速開始位置に到達すること
を監視し（Ｓ１１２）、その間に垂直同期信号ＶＤの変化を検知した場合には（Ｓ１１３
）、ＡＦ評価値の取得（Ｓ１１４）と露光中心位置の算出（Ｓ１１５）を行う。
【００３２】
減速開始位置に到達すると、減速駆動（Ｓ１１６）を開始する。減速駆動中は、加速駆動
中と同様に、減速時に垂直同期信号ＶＤの変化を検知すると（Ｓ１１８）、ＡＦ評価値の
取得（Ｓ１１９）と露光中心位置の算出（Ｓ１２０）を行う。停止位置まで到達する（Ｓ
１１７）と、停止動作によってフォーカスレンズ１０５を停止させる（１２１）。このよ
うにして、スキャン動作を行い、その際に取得したＡＦ評価値の中からピークとなる値を
求め、それに対応するフォーカスレンズの位置（フォーカス位置）にフォーカスレンズ１
０５を移動させることで、ピントが合った画像を撮影することができる。垂直同期期間加
減速モードや掃き捨て期間加減速モードが選択された場合も、ほぼ同様に動作が進められ
る。
【００３３】
ここで、フォーカスモータの駆動速度（目標速度）の算出方法について説明する。フォー
カスレンズ１０５の駆動速度は、１フレームで或る被写界深度分移動できる速度を計算す
ることで求めている。被写界深度とは、或る距離の被写体に対して、ピントが許容できる
フォーカスレンズ１０５のずれの許容範囲のことである。撮像素子１１１の画素ピッチに
対して、フォーカスレンズ１０５がずれてもピントのずれとしては現れない場合には、フ
ォーカスレンズ位置は同一深度内であると言える。駆動速度を求めるためには、ＡＦを行
う際の焦点距離で１フレーム間に何深度スキャンするかを決定した後、フレームレートか
らサンプリング時間と、深度相当のフォーカスパルス量を換算することで、速度を求める
ことができる。例えば、３０ｆｐｓ（フレーム／秒）で１フレーム間に５深度分を一定速
度でスキャンをする場合、１深度が１０パルスである焦点距離だとすると、（５×１０）
／（１／３０）＝１５００ｐｐｓ（パルス／秒）の速度で移動させることになる。この速
度を目標速度とし、初速度を自起動周波数以下の或る速度に決めると、加速時間は垂直同
期期間もしくは掃き捨て時間であるため、このときの加速度を求めることができる。減速
度も同様にして求めることができる。なお、ここでの説明では、フォーカスモータをステ
ッピングモータと想定して、フォーカスレンズの移動量や初期位置からのレンズ位置をフ
ォーカスパルス量、パルスなどと表現している。従って、フォーカスモータがリニアモー
タなどのモータであれば、これらの表現は移動量、フォーカスレンズ位置などとなる。
【００３４】
また、同じ被写体距離でも、焦点距離によって、フォーカスパルス位置（ピント位置）が
異なってくる。図６は、焦点距離とピント位置でのフォーカスパルスとの関係を示す図で
ある。横軸が焦点距離、縦軸がフォーカスパルス位置であり、図中の曲線は同一の被写体
距離に対するフォーカスパルス位置を示している。この図から焦点距離に応じてピント位
置でのフォーカスパルスが変わることが分かる。更に、同じ被写体距離間の範囲をスキャ
ン範囲としても、焦点距離によって、スキャンするフォーカスレンズ１０５の移動量（パ
ルス量）が変わることが分かる。例えば、同じ１ｃｍから１０ｃｍまでをスキャンする際
にも、焦点距離が２８ｍｍのときと８４ｍｍのときではフォーカスレンズのパルス量が異
なっている。従って、焦点距離によってスキャン範囲が異なり、その結果、スキャン時間
も変わってくる。
【００３５】
スキャン動作は、ピーク位置の検出時間を短縮しつつ精度をより上げるために、次の様な
方式で行うこともできる。すなわち、初めにフォーカスモータの駆動速度を高速で動かし
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て大まかなピント位置の検出を行う粗スキャン（第一のピーク位置検出モード）を行う。
そして、粗スキャンで大まかに検出されたピーク位置近傍を低速で動かして細かくスキャ
ンしてピント位置を検出する詳細スキャン（第二のピーク位置検出モード）を行う。図７
（a）、（b）は、それぞれ、粗スキャンと詳細スキャンにおけるＡＦ評価値取得のスキャ
ン間隔を示した図である。ＡＦ評価値の時間的なサンプリング間隔は、露出制御で決めら
れたフレームレートによって決まるため、これによって決められた一定の間隔となる。フ
ォーカスモータの速度に依らずサンプリング間隔は一定であるため、目標速度でのサンプ
リング間のフォーカスレンズの移動量（パルス量）に対して、加減速中でのサンプリング
間の移動量（パルス量）が短くなっていることが分かる。また、粗スキャンでのサンプリ
ング間のフォーカスレンズのパルス量に対して、詳細スキャンでのサンプリング間のパル
ス量が少なくなっていることも分かる。これから、詳細スキャンでのＡＦ評価値のピーク
位置に対応するフォーカスレンズの位置を最終的なピント位置とすることで、ピント位置
の精度をより上げられることになる。また、全行程の移動量に亘ってフォーカスレンズを
詳細スキャンの低速の駆動速度で動かす必要がないので、ピーク位置の検出時間を短縮で
きることになる。
【００３６】
次に、図８において前述の加減速方式の選択過程について説明する。この選択過程では、
図５のＳ１０４における加減速方式の選択時には、図８のＳ２００の加減速方式の選択処
理に移行する。まず、スキャン段階が、粗スキャンか詳細スキャンであるかを判別する（
Ｓ２０１）。詳細スキャンの場合には、精度が必要であるため、階段状の加減速によって
加減速動作を行う（Ｓ２０３）。粗スキャンの場合には、更に、掃き捨て時間内で目標速
度まで到達できるかの判定を行う（Ｓ２０２）。その結果、掃き捨て時間内で目標速度ま
で到達できるならば、掃き捨て期間での加減速動作を行う（Ｓ２０４）。到達できない場
合には、垂直同期期間での加減速動作を行う（Ｓ２０５）。また、フレームレートが高く
なり、垂直同期期間が目標速度まで到達する時間よりも短くなった場合には、複数の垂直
同期期間をまたいで加減速動作を行い、加減速中のＡＦ評価値を取得する。ここにおいて
、粗スキャンは、精度があまり必要とされないときに行い、詳細スキャンは、精度が必要
とされるときに行うようにすることができる。或いは、粗スキャンが終了したとき、図５
のＳ１０４に戻って詳細スキャンを実行して、順次に行うようにすることもできる。
【００３７】
以上に示したように、オートフォーカス制御において、フォーカスモータの加減速動作を
用いることで、ピーク位置検出時間を短縮することが可能である。また、スキャン方式や
加減速時間に応じて、加減速モードを変更することで、精度を落とすことなく検出時間の
短縮を実現できる。また、上記実施例においては、加減速関数として、等加減速度（直線
的）関数や階段状関数を示したが、多次曲線（２次曲線以上）の加減速関数や特定パター
ンを加減速関数としてもよい。こうしたオートフォーカス制御によれば、駆動開始時や終
了時の作動音を低減できる効果や、加減速パターンをテーブルではなく関数で持つことで
、記憶するＲＯＭの容量の削減ができる効果などを奏することもできる。
【図面の簡単な説明】
【００３８】
【図１】撮像装置のブロック図である。
【図２】階段状加減速関数によるフォーカスレンズの速度変化等を示す図である。
【図３】垂直同期期間加減速関数によるフォーカスレンズの速度変化等を示す図である。
【図４】掃き捨て期間加減速関数によるフォーカスレンズの速度変化等を示す図である。
【図５】加減速関数を用いたオートフォーカス制御例の流れを示す図である。
【図６】焦点距離に対するフォーカスパルス位置（ピント位置）を説明する図である。
【図７】粗スキャンと詳細スキャンを説明する図である。
【図８】加減速方式の選択過程の流れを示す図である。
【符号の説明】
【００３９】
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１００　撮像装置
１０１　レンズ鏡筒
１０５　フォーカスレンズ
１０９　フォーカス制御部（フォーカスモータ）
１１０　レンズシステム制御部（駆動制御手段）
１１１　撮像素子（撮像手段）
１１２　ＡＦＥ回路
１１３　画像処理回路（評価手段）
１１６　カメラシステム制御部（駆動制御手段、検出手段、第一の算出手段、第二の算出
手段）
１１７　操作部
１２０　電源

【図１】 【図２】
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【図５】 【図６】



(13) JP 2010-91709 A 2010.4.22

【図７】 【図８】


	biblio-graphic-data
	abstract
	claims
	description
	drawings

